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新しい自由主義体制の確立をもとめて

―市民の福祉と企業の自由の調和一

はじめに

昨年末からの物価問題をめぐる企業行動規制強化の声の高まり

は、直接厄は企業の経営姿勢に対する不信の表明であるが、その

底には、 「競争」と「市場メカニズム」の働きという自由主義体

制の根幹についての強い不信が潜んでいるものと受けとめなけれ

ばならない。

この批判に対し、企業はいたずらに防衛的態度をとるのではな

く、むしろ、これからの望ましい社会のシステムと、そのなかで

の「企業」のあり方、基本的には自由主義の考え方について、現

実厄適合し得るような変革が、社会から求められているという認

識のもとに能動的に対応する必要がある。

本来、自由主義体制のもとでの企業の特長は、その創造力とバ

イタリティーをフJ叫て活用できることであり、また、このこと自

体が市場メカニズムを通じて、直接・間接に市民の自由の確保と

福祉の増進に貢献しうることにある。

これからわが国がめざすべき福祉社会を実現するには、このよ
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うな自由主義体制の利点を時代の推移に適応させながら、最大に

活かす以外に方法はないことを、企業は自信をもって主張すべき

である。

そのために基本的に必要なことは、市場メカニズムを補完する

新しい社会のジステム、JVールを確立し、同時に企業の利潤追求

が、福祉の増進に不可欠であるという理念を明確にすることであ

る。このような努力を続けることによって、企業の自由な経済活

動と、市民の自由と福祉が調和できる体制をつくりあげることが

できる。

企業とその経営者は、社会の一員としての責任を果たすために

も、政府、市民と協力しつ＼自らイニジャティブをとって、新し

い自由主義体制を確立する決意を新たにしなければならない。
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1.福祉実現に必要な新しい社会システム

1)市場メカニズムを支える補完制度の確立

これまでわが国は経済全体としては、競争と市場メカニズムを

活用し、国民の物的生活水準向上という目標を達成してきた。し

かし一方では、産業の急速な高度化匠つれて環境破壊、情報の偏

在、巨大組織のなかでの人間疎外、分配の不公正などのひずみが

次第妃表面化し、いまやそれが、いわゆる市民の自由と福祉を阻

害する要因として重大な社会問題となっている。

これは、もともと市場メカニズムの働きにまかせられるべきで

はなかった分野が放置され、それを補完する制度の充実が軽視さ

れる傾向匠あった結果の表われである。

現在緊急に必要なのは、市場メカニズムが、すべての分野で有

効に働くものではないことを正当に認識し、そのような分野に公

共政策を適用することであり、そのために必要な制度、Jレールを

充実することである。たとえば、環境保全のための基準を法によ

って明確にすること、競争条件の整備のために、独占禁止法を時

代に適応するよう見直すこと、消費者に十分な情報を提供するシ

ステムを確立することなどが必要である。また、社会的公正を期

するために、社会保障制度の拡充、税制の整備、ナショナル・ミ

ニマムの採用も急がれなければならない。

これらの問題を、いまいでのように企業の社会的責任の自覚を
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重点に解決をはかろうとすれば、おのずから限界があり、とくに

社会的公正の確保を求める問題については、本質的解決になり得

ないことは明らかである。

明確な制度、Jレールを定め、そのなかで市場メカニズムが有効に

働くことによって、企業の自由な経済活動と市民の自由との摩擦

を極小に止めることができる。さらにこのことは、恣意的・権力

的社会の出現を阻み、公正な社会を実現すること陀なるので、む

しろ市民の自由を積極的に確保すること匠つながるはずである。

逆に、制度、Jレールの充実を怠り、本来、市場メカニズムにまかせ

るべき分野へ政府が直接介入するようなことがあれば、恣意、な

れあい、権力の集中がはびこることになろう。このような現象は、

「統制が統制を呼ぶ」という表現に象徴されるように、次第に社

会全体に及ぶ性質のものであるだけに、やがては単に企業の自由

を規制するだけにとゞまらず、いわゆる市民の自由まで抑圧する

ことになることは自明のことである。

資源制約の強まり、コスト・インフ V体質の定着化など、難問をか

＼えたこれからのわが国の社会、経済に適合する制度、Jレールの用意は、

現段階ではいかにも不充分である。企業及び経済界は、新しい制

度、ルールをつくりあげることに積極的意思を表明することで政

府に協力し、国民の批判にこたえられるよう、他の社会集団とカ

を合わせて努力しなければならない。
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2)福祉社会に不可欠な企業の利潤追求

物価問題を契機として企業利潤匠対しても強い不信が生じ、

「企業利潤は悪」との風潮さえ生まれるにいたった。しかし、

このような風潮は社会の効率を阻害し、いわゆる福祉社会へ

の移行を困難にするものに他ならない。

社会が企業にもとめている重要な役割のひとつは、時代と

とも厄変化する消費者の要求に敏感妃反応し、成功の見通し

が必ずしも確実でない将来への新しい財・サービスの供給へ、

絶えず積極的に指向することである。 企業をして、このよう

なリスクに挑戦させ、研究開発、資源の活用、従業員の能力

開発などの活動に向かわせ、市民の福祉の増進に寄与する起

動力として、企業の利潤追求は、社会的にも不可欠なものて

ある。

もっとも、すべての利潤追求行為が社会福祉に結びつくも

のでないことは当然である。利潤が社会的に正当であると認

められるためには、その獲得の手段も正当でなければならな

ぃ。たとえば、寡占あるいはカルテルによる価格のつり上げ

ゃ、情報の偏在を悪用した投機行為などによる不当な利潤獲

得は、社会的に非難されなければならない。 ． 

企業が、公正な競争条件のもとで、正当な手段で利潤を獲

得し、その利潤が企業活動を通じて、より豊かな財・サービ
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スの供給という形で、市民の福祉に貢献することによって、

はじめて利潤追求は社会的に正当なものとして認められる。

また、企業の目的はその社会的使命の遂行にあり、利潤は

企業の社会的貢献度により、社会から認められるものである

とする企業経営者としての倫理的自覚も、もちろん重要であ

る。

企業は、利潤の考え方について社会から正しい理解を得る

よう不断の努力を続けるとともに、その前提条件として重要

である公正な競争条件の整備と、消費者に十分な情報を提供

するジステムを充実させること妬、自らがイニジャティブを

とって力を注がなければならない。

これからの社会に適応した新しい制度、Jレー］レ、枠組みは、

いま＼での自由企業体制からみれば、 「企業の自由」を制約

するようにみえることもあろうが、古い制度、古い慣行厄拘

泥するあまりに自由主義体制そのものの有効性を失う愚をお

かしてはならない。新しい自由主義体制を確立するため紀は、

市場メカ・ニズムに一定の枠をはめることが不可欠である。企

業経営者は、企業の自由とは、この新しい社会ジステムのな

かでの自由であることを銘記すべきである。
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このような基本的認識のうえに立ち、新しい自由主義体制

の確立のための当面の重点的方策について、次の通り提言す

る。
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2. 新しい自由主義体制への重点方策

1) 企業のコスト・インフレ防止責任の自覚

インフレ問題の解決は、新しい自由主義体制を確立するた

めの重要課題である。物価安定は主として政府の役割である

が、新価格体系移行後のコスト・インフレの最大要因が企業

の賃金上昇であることは否定できない。とくに大企業とその

労働組合は、コスト・インフレ防止に相当な責任をもってい

ることを自覚しなければならない。

近年の賃金決定匠あたっては、労働組合が相互の連携・協

調によって労働市場への支配力を強め、また企業経営者も個

々の「労使の平和」維持を重視するあまり、生産性向上を上

回る賃上げを受入れる傾向があった。今後も、従来並みの大

巾ペース・アップが続くようなことがあれば、コスト・イン

フレ厄拍車をかけることになり、他の先進諸国とのインフレ

度の差の累積が、わが国の国際競争力を著しく低下させるこ

とは明らかである。これを放置すれば、当然の勢いとして政

府による所得政策の実施を認めざるを得なくなることも予想

される。自由主義体制匠とって、政府匠よる所得政策は決し
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て好ましいものではない。とくに大企業とその労働組合は、

このような事態匠ついて、共通の認識を深めること匠努め、

両者が賃金水準の設定匠決定的影響力をもつことを自覚し、

コスト・インフレ防止のため妬自らとり得る方法と基準を探

究すべきである。

政府匠対して望みたいことは、困難な事態を国民匠卒直に

訴えるとともに、資源インフレの負担を国民各層匠公平厄分

担せしめる公正な指導理念を堅持しつ＞、弾力的な政策運営

をはかることである。

狂乱物価の再現は何としてでも避けなければならないが、

そのため、金融引き締めがいぎすぎて、過度の倒産、失業、

生産の減退などにより、いたずらな労使の尖鋭な対立をもた

らしたり、社会的不安を生ぜしめるようなことがあってはな

らない。この際、コスト・アッフ゜を吸収し、供給のボト 1レ・ネ

ック再発を防止する匠必要な投資を阻害しない機動的な政策

をとることも肝要である。さらに、財政支出については、社

会的弱者救済匹対する支出のほかはできるだけ抑制し、イン

フレ問題の解決とその負担の公正をはかる政策をとることが

重要である。
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2) 公正を確保する新しい社会制度の導入

インフレ下の国民の福祉を守り、所得分配の公正をめざす

ためには、社会的弱者対策中心に、部分的インデクセーショ

ン、ナショナル・ミニマムなど、新しい社会制度を導入しな

ければならない。企業も、社会的弱者救済のために、これを

積極的に受入れ、応分の負担をなすべきである。

インフレによるひずみを是正し、所得分配の改善をはかる

ため紀は、新しい社会制度を採用することが必要である。そ

のひとつとして、社会的弱者対策中心に、部分的インデクセ

ーションの考え方を適用することが望ましい。経済領域全般

陀インデクセーションを採用すれば、経済が硬直化するおそ

れがあり、それはあくまで部分的範囲に限られるべぎであろ

う。

最近実施された厚生年金、国民年金、老令福祉年金、生活

保護の制度へのインデクセーションの導入匠ついては、さら

妬弾力的な運用を期待したい。また零細貯蓄の目減り防止対

策にも、このような考え方を拡大していくことを検討する必

要があろう。

このような社会的弱者対策をとりいれなければ、市場メカ
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ニズム厄対する不信を生じ、将来、活用することが困難な状

況が出現するおそれがある。

次に必要なのは、ナショナル・ミニマムの採用である。最

低福祉水準の確保を実現するため匠、特定の生活必需品匠つ

いてナショナル・ミニマムを設定し、価格の上昇が市民生活

を脅かすことを防ぐ配慮が必要である。エネルギー、とくに、

配給の管理が比較的容易な電力、都市ガス、上水のほか、あ

る種の限度内における教育、医療、住宅なども、ナショナル・

ミニマム確保のための制度を確立すべき対象である。

これらに必要な財政支出の拡大匠対しては、税体系、各種

補助金の見直しなど、大胆な財政施策の転換を伴わなければ

ならない。また、企業としても、社会的弱者救済のための新

しい社会制度を積極的匠受入れ、応分の負担をなすべぎであ

る。
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3) 独占禁止法見直しによる競争条件の整備

これからの低成長・成熟経済は、企業を独占・寡占体質にみ

ちびきがちである。今から独禁法を見直し、新たな段階に入 っ

たわが国経済において、独占による弊害を阻止しうるルールを

準備しておくことは、新しい自由主義体制を確立し、市場メカ

ニズムの有効性を確保するうえで、きわめて必要なことである。

社会的公正を実現し、市場メカニズムの有効性を確保するた

め匠は、市場で自由な競争が行われ、独占匠よる弊害を除去す

るような政策的措置をとることが必要である。そのためには、

財政・金融政策匠よる総需要管理政策の適切な運営、 長期的な

産業構造政策の推進も有効であるが、その基本は独占禁止政策

を中心とする競争促進政策匹ある。

これからのわが国経済の新事態匹対応して現行の独禁法を見

直すことは時代の要謂である。見直し陀あだっては、まず、わ

が国の産業政策体系匠おける独禁法の位置づけと、それを運用

する公正取引委員会の性格の明確化をはかることが必要である。

また、わが国の歴史的、社会的風土との滴合と、これから複雑

化する国際隋勢への配慮も重要であろう。 したがってこの見直

しは、今後充分な時間的余裕をもって、冷静匠論謡を尽し、真

-12 -



の国民的合意のもとでの改正陀ならなければならない。

とく匠、独禁法の目的は企業活動のJレールを示すこと匠あり、

企業が競争秩序の維持匠自主的爬対応することができるよう、

独占の弊害匹ついての客観的な判断と適用の基準を明示し、集

中ならび匠カルテル行為の排除など弊害を予防すること匠重点

を苓くべきである。さら匠、当局が恣意的匠事後的判定を下す

ようなことは、官僚統制の弊害をもたらす懸念が強く、このよ

うな可能性は絶対匠排除しておかなければならない。

基準などが明示されている匠もかしわらず、これ爬違反する

場合の相当な罰則の適用は、Jレー］レ違反を未然匹防止し、独禁

法の有効性をたかめるため匠必要であろう。

企業分割規定の採否匠あたっては、分割すること自体が法の

本旨ではない点匠留意するととも匹、今後ますますきびしくな

る国際競争との関係も充分考慮されなければならない。

このほか問題となっている価格引下げ命令権、原価の公表は、

独禁法本来の主旨匠反するものである。また、持株制限の強化

は、経済の混乱を招くおそれもあり、なお一層の慎重な検討が

必要である。

-13 -



4)環境基準の明示と国民的合意の形成

公害対策の確立にも、自由主義体制の基盤がかヽっている。

企業は、立法の精神に則り環境保全につとめるとともに、公害

防止と資源再利用技術の開発に取り組まなければならない。

政府は、環境保全と所得向上がトレード・オフの関係にある

ことを前提に、科学的根拠にもとづく基準づくりと、費用分担

について明確な指針を示し、国民の合意の形成につとめるべき

である。

良好な環境を保全するため夜は、コストがかよることを国民

のすべてが自覚し、すくなくとも一時的紀は、環境保全と経済

成長・所得の向上がトレード 。オフの関係匹あることを、基本

的匠認識しなければならない。

成長 と環境との調和点をどこ匠おくかが今後のわが国の重要

な政策課題であり、政府は科学的根拠匠もとづく基準づくりと

先見的な公害対策、そのための費用分担匠ついて明確な指針を

示すととも匠、社会の福祉は個の福祉より優先するという考え

方匠ついて、国民的合意の形成匠つとめるべきである。

企業は政府の示す環境基準を、その抜け穴を探すのではなく、

立法の精神匠則って守りつ如、本来の使命である経済活動を行

-14 -



い、さら紀最大の努力をもって公害防除のための新技術と、省

資源・エネルギー技術の開発匠取り組まなければならない。

消費者段階で発生する廃棄物処理問題匠ついては、市場メカ

ニズムを活用できるような明確なシステムを探究することが必

要である。 商品は、生産から消費、廃棄までの全フ゜ロセス

を通じてクリーンであってこそ、はじめて無公害であるといえ

る。また環境保全のためのみならず、資源の浪費を防止すると

いう考え方も重要であり、企業は商品開発の段階から、資源の

再利用をはかるための技術とシステムの確立匠努力しなければ

ならない。政府、地方公共団体、市民も、それぞれの立場でこ

の問題匠積極的匹取り組む必要がある。

-15 -



5)消費者情報をフィード・バックするシステムの充実

市場メカニズムの有効性を保つためには、市場での消費者の

選択が企業に適切にフィード・バックされることが重要である。

そのためには、消費者に対し十分で正確な情報を伝達できるシ

ステムの充実をはからなければならない。

市場メカニズムが環境変化匠よって生ずる不均衡を是正し、

資源の最適配分をもたらすよう匠有効匠機能するため匠は、市

場での消費者の選択が、生産者である企業匹適切匠フィード・

バックされることが重要である。そのため匠は、消費者匠正確

な情報が伝達されていることが前提条件となるが、経済が複雑

化し、技術が高度化し、商品が多様化した今日、消費者尻十分

な情報を伝達し難くなるおそれがでてきた。企業と政府は協力

して、より適確な情報が提供できるようなシステムの充実匠つ

とめなければならない。

政府の重要な役割は、資源制約、インフレ環境下という困難

な情勢下での適切な消費者行政を進めることのほか匠、とく匠、

企業と消費者の間匠情報が偏在することを防ぎ、消費者の正当

な商品選択に必要な経済情勢の変化、技術開発の状況、商品匠

ついての正しい知識などの情報を収集し、より滴確匠伝達しう
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るよう努力することである。

企業は、政府のこのような活動陀も情報を提供することで協

力するととも匠、広告、広報をはじめとする日常の情報活動が、

真匠消費者の求めているもの匠合致しているかどうかを絶えず

点検し、必要な情報はす＼んで提供しなければならない。

以上
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